
 

 

 

 

第３期 

 

奈良市国民健康保険 

 

特 定 健 康 診 査等 実施計 画 

 

（案） 

 

 

 

平成 30 年 4 月 

奈良市 
 



 

 

 

目次 

第１章 計画策定にあたって ......................................................... 1 

(１) 計画策定の背景 .............................................................. 1 

(２) 期間 ........................................................................ 5 

(３) 特定健康診査及び特定保健指導の基本的考え方 .................................. 5 

① 生活習慣病対策の必要性 .................................................... 5 

②  メタボリックシンドロームへの着目 .......................................... 6 

③ 特定健康診査について ...................................................... 6 

④ 特定保健指導について ...................................................... 6 

（４） 第２期計画の結果（現状と課題） ............................................. 10 

① これまでの主な取組について ............................................... 10 

② 特定健康診査・特定保健指導の結果 ......................................... 12 

第２章 特定健康診査等の実施目標について .......................................... 19 

(１)  目標設定の考え方 ........................................................... 19 

① 特定健康診査 ............................................................. 19 

② 特定保健指導 ............................................................. 19 

第３章 特定健康診査等実施対象者について .......................................... 19 

（１） 特定健康診査における対象者の定義 ........................................... 19 

（２） 特定保健指導における対象者の定義 ........................................... 20 

第４章 特定健康診査等の実施方法について .......................................... 20 

(１)  基本事項について ........................................................... 20 

① 実施場所 ................................................................. 20 

② 実施項目等 ............................................................... 21 

③ 実施時期又は期間 ......................................................... 22 

④ 実施者について（外部委託の有無と契約形態） ............................... 22 

⑤ 外部委託の選定に当たっての考え方 ......................................... 23 

⑥ 周知や案内の方法 ......................................................... 23 

(２) 受診券及び利用券について ................................................... 23 

①  様式 ..................................................................... 23 

②  交付時期 ................................................................. 23 

③  発券方法 ................................................................. 24 

(３) 代行機関について ........................................................... 24 



 

 

 

 

 

(４) 特定保健指導対象者の重点化について ......................................... 24 

(５) 実施に関する年間スケジュール ............................................... 24 

第５章 個人情報の保護について .................................................... 25 

(１) 特定健康診査、特定保健指導の記録の保存方法、保存体制 ....................... 25 

(２) 特定健康診査、特定保健指導の記録の管理に関するルール ....................... 26 

第６章 特定健康診査等実施計画の公表・周知について ................................ 26 

(１) 公表方法 ................................................................... 26 

(２) 特定健康診査等を実施する趣旨の普及啓発方法について ......................... 26 

第７章 特定健康診査等実施計画の評価・見直しについて .............................. 27 

(１) 目標達成状況の評価方法 ..................................................... 27 

① 特定健診・特定保健指導の実施率 ............................................ 27 

② 特定保健指導対象者の減少率 ................................................ 27 

(２) 評価時期 ................................................................... 27 

(３) 評価・見直しについて ....................................................... 27 

第８章 特定健康診査等の円滑な実施のために ........................................ 27 

（１） 受診率等の向上となる取組 ................................................... 27 

（２） 実施体制について ........................................................... 28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

奈良市国民健康保険における特定健康診査等実施計画 

 

第１章 計画策定にあたって 

(１) 計画策定の背景 

我が国は、国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度

を実現し、平均寿命の延伸を始めとする高い保健医療水準を達成してきた。しかし

ながら、急速な少子高齢化、経済の低成長への移行、国民生活や意識の変化など、

大きな社会環境の変化に直面しており、国保財政を健全化し、医療保険制度を将来

にわたり持続可能なものとしていくためには、その構造改革が急務となっている。 

このような状況に対応するため、国民誰しもの願いである健康と長寿を確保しつ

つ、医療費の伸びを抑制し、適正化を図るため、生活習慣病を中心とした疾病予防

を重視することとし、保険者による健診及び保健指導の充実を図る観点から、高齢

者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号。以下「法」という。）に基

づき、平成 20 年度から、市町村は、被保険者に対し、糖尿病等の生活習慣病に関

する健康診査（特定健康診査）及び健康診査の結果により健康の保持に努める必要

がある者に対する保健指導（特定保健指導）を実施することとされた。 

また、本市においては、当計画の策定後も、平成 26 年 3月には『奈良市２１健

康づくり〈第２次〉』、平成 27年 10 月には『奈良市まち・ひと・しごと創生総合

戦略』、そして、平成 28 年 3 月には『奈良市データヘルス計画』を策定し、奈良

市内の地区分析等も行いながら、関連する様々な観点から現状の分析を行うととも

に、それに応じた国の設定する「保険者努力支援制度」などを活用しながら有効な

施策を行い、健康寿命※の延伸、健康長寿社会の実現に向け、取り組んでいる。 

当計画は、これらの計画等を踏まえつつ、法に記載の「特定健康診査及び特定保

健指導の適切かつ有効な実施を図るための基本的な指針（以下、「基本指針」とい

う。）」に基づき策定された「特定健康診査等実施計画」の第２期計画期間の終了

に伴い、引き続き生活習慣病対策の充実を図り、さらに促進していくため、第３期

計画として策定するものである。 

 

 

 

 

 

※｢健康寿命｣について 

平均寿命のうち、国民生活基礎調査からわかる「日常生活に制限のない期間」を健康寿

命という。市町村が認定する要介護認定の有無から「65 歳平均自立期間」を健康寿命と

して算出することもある。また、生命表、平均余命に合わせ、健康余命と呼ぶこともある。 
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＜図表１：奈良市計画における特定健診実施計画の位置づけ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表２：奈良市国民健康保険者数の推移＞ 

年 度 平 均  H25 H26 H27 H28 H29年4月1日 

世帯数（世帯） 54,297 54,316 53,885 52,902 51,668 

被保険者数（人） 92,282 91,317 89,478 86,511 83,580 

平成 29 年 4 月 1日現在の世帯数は 51,668 世帯で、被保険者は 83,580 人であり、世

帯数及び被保険者数ともに漸減である。 

 

＜図表３：奈良市国民健康保険者加入者の一人当たり医療費の状況（年間医療費）＞ 

年 度 平 均  H25 H26 H27 H28 

一人当たりの医療費（円） 322,915 334,733 351,306 351,922 

 医療費は年々増加しており、平成 28 年度は 1人当たり年間 351,922 円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市第 4 次総合計画後期基本計画 奈良市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

奈良市データヘルス計画 

（健康長寿施策推進のための基礎調査） 
奈良市 21 健康づくり（第 2 次） 

奈良市国民健康保険特定健康診査等実施計画 
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＜図表４：H26 特定健診受診者に見るメタボリックシンドローム該当・予備群・非該当

の市内 50地区（自治連合会単位）の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良市データヘルス計画資料地区分析より 
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＜図表５： H26 特定健診受診者に見る血圧、血糖、脂質の市内 50 地区（自治連合会単

位）の有所見者割合＞ 

    血圧：収縮期血圧：130mmHg 以上、または拡張期血圧：85mmHg 以上 

    血糖：空腹時血糖値：100mg/dl 以上、または HbA1c(NGSP）：5.6％以上 

    脂質：中性脂肪:150mg/dl 以上、または HDL コレステロール:40mg/dl 未満、 

または LDL コレステロール:120mg/dl 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良市データヘルス計画資料地区分析より 
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＜図表６：H26 特定健康診査受診率の市内 50 地区（自治連合会単位）の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 期間 

   この計画の期間は、基本計画に即して６年を１期とし、平成 30 年度から 35年度

とする。 

 

(３) 特定健康診査及び特定保健指導の基本的考え方 

① 生活習慣病対策の必要性  

高齢化の急速な進展や生活スタイルの変化などに伴い、疾病全体に占めるがん、

虚血性心疾患、脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の割合は増加し、死亡原因の約

６割を占め、医療費に占める割合も約３分の１となっている。また、国民の医療受

診の実態を見ると、高齢期に向けて生活習慣病の外来受療率が徐々に増加し、75 歳

を境にして入院受療率が上昇している。これは、食生活の乱れや運動不足等、不健

康な生活習慣がやがて肥満、高血圧症、脂質異常症等の発症を招き、生活習慣の改

善がなければ、糖尿病、虚血性心疾患や脳血管疾患、がん等の発症に至るという経

過をたどっている結果と考えられる。 

こうした生活習慣病の予防対策を進め、患者を減らすことができれば、国民の生

活の質の維持及び向上を図りながら医療給付費の伸びの抑制を実現することが可

能となる。 

出典：奈良市データヘルス計画資料地区分析より 

   当該数値は特定健診データを基に算出。法定報告値とは異なる。 
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②  メタボリックシンドロームへの着目 

糖尿病等の生活習慣病の発症には、内臓脂肪の蓄積（内臓脂肪型肥満）が関与し

ており、肥満に加え、高血糖、高血圧等の状態が重複した場合には、虚血性心疾患、

脳血管疾患等の発症リスクが高くなる。このメタボリックシンドロームの概念を踏

まえ、適度な運動やバランスのとれた食事の定着などの生活習慣の改善を行うこと

により、糖尿病等の発症リスクの低減が可能となる。 

③ 特定健康診査について 

特定健康診査は、糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的と

して、メタボリックシンドロームに着目し、生活習慣を改善するための特定保健指

導を必要とする者を、的確に抽出するために行うものである。 

④ 特定保健指導について 

特定保健指導は、内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生活習慣を改

善するための保健指導を行うことにより、対象者が自らの生活習慣における課題を

認識して行動変容と自己管理を行うとともに、健康的な生活を維持することができ

るようになることを通じて、糖尿病等の生活習慣病を予防することを目的とするも

のであり、特定健康診査の結果に基づき、特定保健指導の対象者を選定し階層化す

ることにより、特定保健指導を必要とする者の状態に見合った支援を行うものであ

る。 
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＜図表７：メタボリックシンドロームのメカニズム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表８：メタボリックシンドロームを標的とした対策が有効と考えられる３つの根拠＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省ホームページより 
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＜図表９：平成 28 年度市町村別メタボリックシンドローム判定割合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表８：保健事業のＰＤＣＡサイクル＞ 

 

 

 

 

出典：奈良県国保連合会法定報告 

－８－ 

出典:奈良県国保連合会法定報告 



 

 

 

 

＜図表１０：保健事業（健診・保健指導）の PDCA サイクル＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※標準的な健診・保健指導プログラム【平成３０年度版】厚生労働省作成から抜粋 
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＜図表１１：特定健康診査。特定保健指導の基本的な考え方＞ 

 

※標準的な健診・保健指導プログラム【平成３０年度版】厚生労働省作成から抜粋 

（４）第２期計画の結果（現状と課題） 

① これまでの主な取組について 

  １） 検査項目の充実 

特定健診は、受診者から検査項目が少ないとの指摘があったため、受診率向上

の一環として検査項目の充実を図った。 

・市の追加項目    平成２１年度 血清クレアチニン  

平成２３年度 eGFR  尿酸 随時血糖 

平成２４年度 心電図 貧血検査   

  ２） 自己負担額の見直し 

      平成２３年度 課税世帯一人当たり：2,000 円を 1,000 円に、 

非課税世帯一人当たり：1,000 円を無料に見直し 

      平成２５年度 課税世帯一人当たり：1,000 円を 500 円に見直し 

  ３） 普及啓発の強化 

   ・広報誌掲載  ・市民向け HP への掲載 

   ・ポスター掲示 ・ちらし配布  
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   ・上記以外に、下記のとおり市町村保険者が協同しての共同保健事業を実施 

 

＜図表１２：過去９年間の※共同保健事業における取組＞ 

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

・ＣＭ作成及び奈良テレ

ビにて啓発ＣＭの放送 

・のぼり、垂れ幕の作成 

・奈良ファミリーと高田

サティにてメタボチェ

ック事業を実施 

 

 

 

 

・奈良テレビの高校野球県

予選放映時に啓発ＣＭ

を放送 

          

 

 

 

 

 

 

・タペストリーの購入 

・マグネット式のポスタ

ー作成 

・啓発用ポケットティッ

シュの作成 

・大和西大寺駅、大和八

木駅にて駅ステッカ

ーの設置 

・近鉄ポケット時刻表 

(H23年度版)の作成 

・奈良交通バスに広告掲出 

・ラジオのＣＭ広告 

・近鉄大和八木駅前橿原市

営駐車場壁面に看板の

掲出 

・のぼりの作成 

・ウェットティッシュの作

成 

         

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

・医療機関待合室設置用

雑誌「特定健診」の作

成 

・医療機関と市町村の合

同勉強会の開催 

・特定健診・特定保健指

導の効果に関する評価 

・分析に係わるデータ加

 工 

 

・厚生労働省国立保健医療

科学院今井博久氏によ

る特定保健指導の分析

及び研修会の開催 

 

 

 

 

 

 

・株式会社キャンサース

キャン受診率対策事

業部によるソーシャ

ルマーケッティング

の視点を取り入れた

効果的な啓発方法研

修会の開催 

・厚生労働省国立保健医

療科学院今井博久氏

による特定保健指導

の分析及び研修会の

開催 

・『特定健康診査・特定保

健指導実施率向上に関

する好事例集～奈良県

内市町村の取組事例～

』の冊子発行 

・市町村情報交換会～特定

健康診査・特定保健指

導実施率向上に向けた

効果的な取組の検討～

の開催 

※共同保健事業とは、市町村共同で全県的に特定健診・特定保健指導の普及啓発に取り組む事業 

 平成 24 年度は実施なし 

 

４） 受診勧奨の実施 

    未受診者のうち、受診率の低い４０歳～６０歳代を対象に個別勧奨を通知して

いる。 

５） 受診しやすい体制づくり 

    ・２３年度～ 都 地区及び月ヶ瀬地区においてがん検診と同時に集団健診を 
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実施 

・２８年度～ 健康増進課のがん検診等と一体化した「検診パスポート」とし

て、受診券を送付 

  ６） その他受診率の向上となる取組 

    ・２０年度～ 頭部 MRI 検査の助成を特定健診受診者のみを対象に受診率の向

上を図るためのインセンティブとして実施 

    ・２２年度～ 健康増進課主催イベントにおける啓発用グッズの配布 

  ７） 県補助金（特別調整交付金（予防対策事業））を活用した取組 

・特定健診受診勧奨事業 

 

② 特定健康診査・特定保健指導の結果 

  １）特定健診・保健指導の受診率等の推移等 

 

＜図表１３：第 1期、２期計画期間における 

特定健康診査・特定保健指導の実施率と実施者数＞ 

 H20 H21 H22 H23 H24 

特定健康診査の受診率 

（対象者数） 

（受診者数） 

（市町村順位） 

27.0％ 

59,952 

16,167 

(18) 

24.5％ 

60,544 

14,839 

  (23) 

24.0％ 

60,513 

14,533 

(21) 

25.0％ 

 62,126 

 15,534 

  (26) 

27.9％ 

62,378 

17,431 

(23) 

特定保健指導終了率（合計） 

（対象者数） 

（終了者数） 

（市町村順位） 

3.8％ 

2,324 

     88 

  (28) 

19.5％ 

  2,068 

    403 

  (21) 

8.8％ 

1,860 

    163 

  (26) 

5.6％ 

  1,725 

     96 

  (32) 

5.3％ 

1,859 

  98 

(34) 

  H25 H26 H27 H28 H29（目標値） 

特定健康診査の受診率 

（対象者数） 

（受診者数） 

（市町村順位） 

28.6％ 

63,131 

18,042 

(22) 

29.7％ 

63,274 

18,776 

  (28) 

30.2％ 

62,411 

18,840 

(27) 

29.4％ 

 60,270 

 17,730 

  (33) 

35.0％ 

68,000 

23,800 

― 

特定保健指導終了率（合計） 

（対象者数） 

（終了者数） 

（市町村順位） 

7.9％ 

1,845 

    145 

  (33) 

4.3％ 

  1,901 

     81 

  (32) 

6.4％ 

1,911 

    122 

  (34) 

7.5％ 

  1,805 

    136 

  (34) 

25.0％ 

2,450 

 613 

― 

※平成 28 年度までは実績値であり、年度途中での国保加入、脱退等異動のあった者を除いた数 
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＜図表１４：H28 特定健康診査受診率の県内市町村の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表１５：H28 特定保健指導利用率の県内市町村の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:奈良県国保連合会法定報告 

出典：奈良県国保連合会法定報告 
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③ 生活習慣病（高血圧・糖尿病）の一人あたり医療費 

＜図表１６：高血圧（40～64 歳）の医療費＞ 

高血圧（40～64 歳）  国民健康保険被保険者 1 人当たり 6 月診療分外来医療費（平成 25 年度～28 年度   

の医療を受けていない人を含んだ平均額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表１５：高血圧（65～74 

＜図表１７：高血圧（65～74 歳）の医療費＞ 

高血圧（65～74 歳）  国民健康保険被保険者 1 人当たり 6 月診療分外来医療費（平成 25 年度～28 年度   

の医療を受けていない人を含んだ平均額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良県国保連合会『国保医療費の分析』（平成 25 年度から 28 年度）による 
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出典：奈良県国保連合会『国保医療費の分析』（平成 25 年度から 28 年度）による 



 

 

 

＜図表１８：糖尿病（40～64 歳）の医療費＞ 

糖尿病（40～64 歳）  国民健康保険被保険者 1 人当たり 6 月診療分外来医療費（平成 25 年度～28 年度   

の医療を受けていない人を含んだ平均額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜図表１９：糖尿病（65～74 歳）の医療費＞ 

糖尿病（65～74 歳）  国民健康保険被保険者 1 人当たり 6 月診療分外来医療費（平成 25 年度～28 年度   

の医療を受けていない人を含んだ平均額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良県国保連合会『国保医療費の分析』（平成 25 年度から 28 年度）による 
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出典：奈良県国保連合会『国保医療費の分析』（平成 25 年度から 28 年度）による 



 

 

 

＜図表２０：高血圧、糖尿病の国民健康保険被保険者１人当たり 4ヵ年６月診療分

外来医療費（点数）（医療を受けていない人を含んだ平均額、単位：点/月）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：奈良県国保連合会『国保医療費の分析』（平成 25 年度から 28 年度）による 
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＜図表２１：市町村国保加入者数の新規人工透析の現状＞ 

人工透析は、長期的な医療が必要であり、高額な医療費が必要となる。県内の新規

導入者数（人口１０万人対人数）及び併発疾患は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第 1期、第２期計画の結果（現状と課題）まとめ＞ 
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○ 当市では、特定健診制度開始以降、特定健診・特定保健指導を実施するにあたり、検

査項目の追加、ポピュレーションアプローチ、または、集団健診の実施等の受診しやす

い体制づくりや結果提供の呼びかけ等の受診率の向上となる取組など、様々な取組を推

進してきた。 

○ 特定健診は、平成２７年度は３０．２％、平成２８年度は２９．４％であり、平成２

８年度の県平均の受診率である３１．２％を下回っている状況であるが、平成２９年度

の目標値の３５％には近づいており、市民の中で特定健診が定着してきたものと考えら

れる。（国・県が掲げた目標値は６０％） 

○ しかし、特定保健指導実施率（終了率）は第二期４．３～７．９％と平成２９年度目

標値の２５％には遠く及ばない。（国・県が掲げた目標値は６０％） 

○ 生活習慣病の予防対策の一環として、糖尿病相談窓口とデータヘルス計画・国の保険

者努力支援制度を活用した糖尿病腎症重症化予防などのヘルスアップ事業を開始してい

る。他にも、特定健診受診者を対象に、血圧・血糖値の要医療値を持つ者に受診勧奨を

実施している。 

 

＜今後必要なこと＞ 

○ 平成２０年の特定健診の制度開始から１０年が経過し、健診項目や実施形態の充実が

図られ、平成２７年度には特定健診受診率が３０．２％まで伸びるなど、一定の成果を



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後必要なこと＞ 

○ 未受診理由として「忙しく時間がない」「健康なので必要ない」「病院受診中」が上

位を占めるため、特定健診の必要性についてのさらなる普及啓発の工夫や医療機関との

連携が必要である。 

○ 年代別では、年齢が高くなるほど受診率が高くなっている現状で、疾病の早期発見と

いう趣旨からも、今後は特に若い世代へのアプローチを積極的に進めることが必要であ

る。 

○ 平成２０年の特定健診の制度開始から１０年が経過し、健診項目や実施形態の充実が

図られ、平成２７年度には特定健診受診率が３０．２％まで伸びるなど、一定の成果を

収めたと考えられるが、平成２８年度は２９．４％に低下した。さらなる受診率の向上

をめざし、一般社団法人奈良県医師会や一般社団法人伊賀医師会など医療機関と連携し

た受診など、魅力ある受診体制をめざす。 

○ 特定健診の検査結果を活用し、データヘルス計画の見直しや計画に基づいた重症化予

防対策を推進したい。 

○ 国では、効果的な保健指導を実施し、翌年以降の特定保健指導対象者を減らし（分母

を減らす）、効率的により多くの者へ特定保健指導を実施する（分子を増やす）の両者

を必要とし、実績評価時期を６ヶ月後から３ヶ月後に変更・初回面接の分割実施を平成

３０年度から取り入れる。 

○ 当市でも、上記の方針を取り入れ特定保健指導実施率の向上をめざす。そのためには

委託医療期間の協力が不可欠であり、理解と協力実施に向けて連携を図る必要がある。 

○ これらの取組を、被用者保険をはじめ他の保険者や医療機関と連携し、国保部門（国

保年金課）、衛生部門（医療政策課、健康増進課）ともに推進していく必要がある。 
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第２章 特定健康診査等の実施目標について 

(１) 目標設定の考え方    

国においては、平成３５年度における市町村国保の特定健康診査等実施率目標は、

「特定健康診査実施率６０％」、「特定保健指導実施率６０％」を目標と掲げてお

り、本市においても、理想的な目標値として各々実施率６０％をめざす。ただし、

『奈良市 21 健康づくり〈第２次〉』にて平成３４年度の目標値を５０％と定めて

いるが、奈良市の場合第４次総合計画の中で、平成３２年度の受診率の目標値を３

５％に定めており、これに基づき本実施計画においても、総合計画と同じ目標値を

定めることとする。 

① 特定健康診査     

現在奈良市国保が実施している特定健康診査の平成２８年度実施率が２９．４％

であるが、達成可能な実質的な目標値が必要と思われる。そのため、平成３２年度

までの特定健康診査の実施率目標を第 4次総合計画の目標値である３５％とする。

また、『奈良市 21 健康づくり〈第２次〉』にて平成３４年度の目標値を５０％と

定めているが、現況と第 4次総合計画の目標値との整合性を図りながら、改めて平

成 35 年度の当計画における最終的な目標値として設定する。 

② 特定保健指導 

第２期計画の目標値は２５％であるが、ここ数年実施率が４．３～７．９％と目

標値には遠く及ばないため、第３期計画も目標値は据え置きとした。平成３０年度

から開始される実績評価時期を６ヶ月後から３ヶ月後に変更・初回面接の分割実施

を加味し、平成３０年度の目標値を１０％とし、段階的に３％ずつ上げて設定する。 

 

＜図表２２：特定健康診査等の実施目標＞ 

 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

特定健康診査

の実施率 

３１％  ３３％  ３５％  ３７％  ３９％ 

 

４０％ 

 

特定保健指導

の実施率 

 １０％  １３％  １６％  １９％  ２２％ 

 

 ２５％ 

 

 

第３章 特定健康診査等実施対象者について 

（１）特定健康診査における対象者の定義 

特定健診の実施年度中に 40～75 歳となる加入者（被保険者・被扶養者）で、か

つ当該実施年度の一年間を通じて加入している者（年度途中での加入・脱退等異動
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のない者）のうち、妊産婦等を除いた者が対象者となる。 

 

（２）特定保健指導における対象者の定義 

特定健診の結果、腹囲の他、血糖、脂質、血圧が、下記の所定の値を上回る者の

うち、糖尿病、高血圧症、または脂質異常症の治療に係る薬剤を服用している者を

除く者である。次の図表にあるように、追加リスクの多少と喫煙歴の有無により、

動機付け支援の対象者となるのか積極的支援の対象者となるのかが異なる。 

 

＜図表２３：特定保健指導の対象者（階層化）＞ 

追加リスク

①血糖　②脂質　③血圧 40-64歳 65-74歳

2つ以上該当

あり

なし

3つ該当

あり

なし

1つ該当

対象
④喫煙歴

動機付け
支援

動機付け
支援

積極的
支援

腹囲

≧85㎝（男性）
≧90㎝（女性） 1つ該当

上記以外で
BMI≧25

2つ該当

積極的
支援

 

①血糖 空腹時血糖（やむを得ない場合は随時血糖）１００mg/dl以上 

またはＨｂＡ１ｃ（ＮＧＳＰ）５．６%以上 

②脂質 中性脂肪値 １５０mg/dl 以上 

またはＨＤＬコレステロール値４０mg/dl 未満 

③血圧 収縮期血圧値 １３０mmHg 以上 または 拡張期血圧値 ８５mmHg 以上 

※喫煙歴の斜線欄は、階層化の判定が喫煙歴の有無に関係ないことを意味する。 

 

第４章 特定健康診査等の実施方法について 

(１)基本事項について 

① 実施場所   

１）特定健康診査(集団健診) 

     都 保健センター及び月ヶ瀬行政センター 

  ２）特定健康診査(個別健診) 

奈良県内市町村と一般社団法人奈良県医師会が締結する特定健康診査委託

契約（集合契約）及び奈良市と一般社団法人伊賀医師会が締結する特定健康診

査委託契約において委託する医療機関において実施。 
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 ３）特定保健指導 

      奈良市中央保健センター 

      都 保健センター 

      月ヶ瀬健康相談室 

      登録実施医療機関 

② 実施項目等 

＜図表２４：実施項目等＞ 

１） 特定健康診査                     （H30.4.1 現在） 

区分 内容 

基本的な健診項目 

既往歴の調査 

（服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査（質問票）を含む）（問診） 

自覚症状及び他覚症状の検査 

（理学的検査（視診、聴打診、腹部触診等身体診察）） 

身長、体重及び腹囲の検査 

身長 

体重 

腹囲（医師が必要でないと認める時は省略

可、また、腹囲の測定に代えて内臓脂肪面積

の測定でも可） 

ＢＭＩ ＢＭＩ＝体重（kg）÷身長（m）の 2乗 

血圧 
収縮期血圧 

拡張期血圧 

肝機能検査 

ＧＯＴ 

ＧＰＴ 

γ－ＧＴＰ 

血中脂質検査 

中性脂肪 

ＨＤＬ－コレステロール 

ＬＤＬ－コレステロール 

（中性脂肪が 400mg/dl 以上又は食後採血の

場合は、Non-HDL コレステロールの測定でも

可） 

血糖検査 
空腹時血糖又はヘモグロビン A1c（ＮＧＳＰ

値）、やむを得ない場合は随時血糖 

尿検査 
糖 

蛋白 

保険者独自の追加

健診項目 
血清尿酸検査 

詳細な健診の項目

（医師の判断によ

る追加項目） 

貧血検査（赤血球数、血色素量、ヘマトクリット値） 

心電図検査 

眼底検査 

血清クレアチニン検査 

推算糸球体ろ過量（eGFR） 

２）特定保健指導  

特定健康診査の健診結果に基づき、対象者の階層化を行い、特定保健指導の区分毎に以下の方法により

保健指導を実施する。 
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動機付け支援 

保健師による初回の個別面談（20分以上）又は集団指導（概ね80分以上）を実施

して特定健診指導支援計画を作成し、３ヶ月以上経過後に評価（電話等）を行う。

なお、初回面接については、分割実施を積極的に行う。  

積極的支援  

動機付け支援と同様の方法で初回面談等を行うとともに、保健師等による電話又

はメールにより継続的支援を実施し、３ヶ月以上経過後に評価（電話等）を行う。

なお、積極的支援の継続的支援形態は180ポイントの支援方法を基本とする。  

指導対象外  

(情報提供）  

自らの身体状況を認識するとともに、生活習慣を見直すきっかけとなるよう、結  

果の提供に併せて、生活習慣の改善等に関する基本的な情報を提供する。  

 

＜図表２５：特定健診から特定保健指導への流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 実施時期又は期間   

  １）特定健康診査(集団健診) 

     都 保健センターにおいては、8月に 3日間と 11 月に 2日間の計 5日間実

施し、月ヶ瀬行政センターでは、10 月に 2日間実施する。 

  ２）特定健康診査(個別健診) 

     毎年 7月から翌年 1月末日までの間で、各指定医療機関が指定する日 

  ３）特定保健指導 

     健診受診年度の翌年度 6月末日まで 

④ 実施者について（外部委託の有無と契約形態） 

１）特定健康診査 

     奈良県では、県下の各市町村が統一して一般社団法人奈良県医師会との間で

委託契約を締結することにより、県内の市域を越えた医療機関で健診を受診で
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きる。また、奈良市は三重県の一般社団法人伊賀医師会とも委託契約を締結し、

受診者の利便を図っている。 

２) 特定保健指導 

    特定保健指導の実施については、厚生労働省が示している標準的な健診・保

健指導プログラム及び奈良県特定健康診査・特定保健指導マニュアルの考え方

を十分に踏まえ、医師、保健師、管理栄養士及び健康運動指導士等で行う。    

⑤ 外部委託の選定に当たっての考え方 

    厚生労働省告示第２６９号（平成２９年８月１日）「特定健康診査及び特定保

健指導の実施に関する基準第１６条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る者」において定められている「特定保健指導の外部委託に関する基準」を満た

している特定保健指導機関を選定する。 

⑥ 周知や案内の方法 

  １）周知方法 

    広報、ホームページ掲載、ポスターなど、被保険者が身近に把握できる方法を

工夫して周知する。 

  ２）受診券・利用券や受診案内の配布方法 

   対象者へ封書で郵送する。 

 

(２) 特定健康診査受診券及び特定保健指導利用券について 

①  様式   

  １）受診券（検診パスポート） 

    健康増進課のがん検診等と一体化して受診券を交付 

    別紙１のとおり 

  ２）利用券 

    別紙２のとおり 

② 交付時期  

  １）受診券 

毎年６月 

２）利用券 

 ７月から翌年３月まで毎月２回 

③ 発券方法  

  １）受診券 

  保険者自身で発券している。 

２）利用券 

  保険者自身で発券している。 
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(３) 代行機関について 

特定健康診査等の費用の支払及びデ－タの送信事務等に関し、奈良県国民健康保

険団体連合会の特定健診等デ－タ管理システムを利用する。 

 

(４) 特定保健指導対象者の重点化について 

健診の結果、特定保健指導の対象者が多い場合は、生活習慣の改善により、予防

効果が大きく期待できる者に対して重点的に特定保健指導を行っていくため、奈良

市としては次のような考え方で実施する。 

① 年齢が比較的若い対象者 

② 健診結果が前年度と比較して悪化し、保健指導レベルでより緻密な保健指導

が必要になった対象者 

③ 質問項目の回答により、生活習慣改善の必要性が高い対象者 

   ④ 前年度、積極的支援及び動機づけ支援の対象者であったにもかかわらず保健

指導を受けなかった対象者など 

 

(５) 実施に関する年間スケジュール 

  特定健診・特定保健指導に関するスケジュールについては、以下の通り実施する。 

  

＜図表２６：年間スケジュール＞ 

  

特定健診 

特定健診 保健指導 

4 月 
・健診対象者の抽出 

・健診機関との契約 

・個別保健指導実施（随時） 

・個別電話勧奨（随時） 

5 月 
 

・集団保健指導（不定期）  

6 月 
・受診券の発行、送付 

・広報による周知 
・保健指導 6月末締切（前年度） 

7 月 ・特定健診開始 
 

8 月 ・集団健診の実施 ・保健指導開始 
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9 月     

10 月 
・集団健診の実施 

・翌年度予算要求 

・翌年度予算要求 

11 月 ・集団健診の実施 
 

12 月 ・未受診者勧奨の実施   

1 月 ・特定健診終了 
 

2 月   ・未利用者勧奨（随時） 

3 月     

※ 特定健診・特定保健指導のうち、特定健診業務は、国保年金課で実施。特定保健指導業務に

ついては、健康増進課の保健師・管理栄養士の協力、連携により実施する。 

※ 個別の電話勧奨は毎月実施する。 

 

第５章 個人情報の保護について 

(１) 特定健康診査、特定保健指導の記録の保存方法、保存体制 

① 個人情報保護について 

個人情報保護に関しては、個人情報保護関係法令に基づく他、「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（厚生労働省平成

２９年４月１４日）」等に基づき、適切に実施する。 

② 特定健康診査・特定保健指導の記録の保存方法 

特定健康診査の結果や特定保健指導に関する記録については、健診・保健指導

機関等外部委託者を通して奈良県国民健康保険団体連合会に報告し、保管を委託

する。保管に当たっては、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン

（第 5版）（厚生労働省平成２９年５月）」や「国民健康保険団体連合会におけ

る個人情報保護の規定」に基づき、適切に実施する。 

また、健診等の情報の利用については、個人情報保護関係法令やガイドライン

等の内容に沿って、利用目的を周知するとともに、健診等の情報を保健指導に用

いることや匿名化した情報を地域の健康状況の把握に用いることを、受診券等の

注意書きに記載し、あらかじめ受診者に周知する。レセプト情報の利用について

も同様の取扱いを行う。 
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なお、市保有のデータについては、外部とは遮断された、特定の市職員しか扱

うことのできないネットワークの中で奈良市の情報セキュリティポリシー（奈良

市平成２９年６月１日改定）を遵守しながら保存を行う。 

 ③ 特定健康診査・特定保健指導の記録の保存年限の設定 

特定健診・特定保健指導のデータは、保健指導の参考となる経年変化等の分析、

中長期的な発症予測等への活用によるメリットがあることから、奈良市では 5 年

間保存する。なお、保存年限を過ぎた市保有のデータは、奈良市情報セキュリテ

ィポリシーに基づき、保存された電子情報が復元されることがないように消去す

るとともに、奈良県国民健康保険団体連合会保有のデータについては、消去、廃

棄を委託する。 

④ 特定健康診査・特定保健指導の記録の保存体制 

健診結果、保健指導記録は奈良市国保年金課において保管するとともに、奈良県

国民健康保険団体連合会に保管を委託する。奈良県国民健康保険団体連合会から提

出されたデータは国保年金課において健診実施年から 5 年間保存する。5年間を経

過したものは破棄する。なお、データ管理責任者は福祉部国保年金課長とする。 

保管に当たっては、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」や「国

民健康保険団体連合会における個人情報保護の規定」に基づき、適切に実施する。 

    

(２) 特定健康診査、特定保健指導の記録の管理に関するルール 

特定健康診査、特定保健指導の記録の管理については、個人情報保護関連法令、

関係ガイドラインに基づく他、奈良市で定める情報管理規定等に基づき、適切に実

施する。 

 

第６章 特定健康診査等実施計画の公表・周知について 

(１) 公表方法   

   奈良市のホームページに第 3期特定健康診査等実施計画を掲載するとともに、奈

良しみんだよりに計画改訂のお知らせを掲載し、周知を図る。 

 

(２) 特定健康診査等を実施する趣旨の普及啓発方法について 

   奈良しみんだより、集会、イベント、パンフレット、ポスター等により普及啓発

を行う。また毎年末に未受診者に対して、受診勧奨通知を送付する。 

加えて、他市町村や県等と共同・連携し、ポピュレーションアプローチを実施す

る。 
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第７章 特定健康診査等実施計画の評価・見直しについて 

(１) 目標達成状況の評価方法 

① 特定健診・特定保健指導の実施率 

    国への実績報告の数値等を基に、対象年齢別、保健指導の支援形態別等の達成

状況を把握する。 

② 特定保健指導対象者の減少率 

    国の保険者全体の目標値に合わせ、平成２０年度比２５％以上減少を目標値と

する。 

    なお、この減少率については、メタボリックシンドロームの該当者及び予備軍

の減少として、特定保健指導の効果検証の指標として活用する。 

 

(２) 評価時期 

   毎年度評価を行い、次年度及び次々年度の取組みに活かすとともに、第３期特定

健康診査等実施計画の最終年度である平成３５年度に、目標の達成状況について総

括的な評価を行う。 

 

(３) 評価・見直しについて 

   奈良市国保年金課が衛生部門と連携し、担当事務を行う。毎年度行う評価結果を

基に、実施計画の見直しを行う。評価・見直しについては、奈良市国民健康保険運

営協議会に毎年度報告を行うとともに、同協議会において、審議する。 

 

第８章 特定健康診査等の円滑な実施のために 

（１）受診率等の向上となる取組 

① 被保険者に対し、様々な情報提供や啓発活動をすることで、特定健診・保健指

導に対する認知度を高め、積極的な受診及び、円滑な健診データの提供を促す。 

② 平成３０年度から設置される奈良県国民健康保険団体連合会 国保事務支援

センターと連携し、効率的かつ効果的に健診等実施率の向上に向けた取り組みを

行う。 

③ 医療機関に通院中の方に対し、医療機関から受診勧奨してもらえるよう、医療

機関との連携強化を進める。 

④ 引き続き、しみんだよりや受診勧奨ポスター、未受診者に対する受診勧奨ハガ

キの送付、ホームページによる紹介など、受診勧奨となる啓発を実施するととも

に、データヘルスを活用した受診結果の分析等によって、より効果的な手法を検

討、提案する。 

⑤ 受診率が上がった他の国保等の実施方法等を参考にできるよう、保険者協議会
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等他の保険者の集まりの場や、県や国保連合会が実施する情報交換会に参加する

など、情報の収集に努める。 

 

（２）実施体制について 

① 特定健診から特定保健指導への流れがスム－ズにいくよう、国保部門（国保年

金課）と衛生部門（医療政策課、健康増進課）が、また、事務職と専門職が役

割を分担しつつ、連携を強化し推進する。 

  ② 特に、特定健診制度の本来の目的である、特定保健指導においては、利用率が 

向上していくような実施体制を検討する。 

  ③ 特定保健指導に関わる専門職が自信をもって携わることができるよう、県や国 

保連合会が実施するスキルアップ研修などの機会を利用し、人材の育成を図る。 

④ 保険者努力支援制度等、国、県の補助金や交付金を活用しながら、特定健診や

特定保健指導の取組みを進める。 
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別紙 １ 

（表面） 

 

 

 

 

                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 
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別紙 ２（表） 

※　実施機関が所在する国保連合会の番号、名称に読み替えてください。

契約とりまとめ機関名

支払代行機関番号　　※

支払代行機関名　　※

保
険
者
等

所在地

電話番号

番号

名称

　　特定保健指導区分

動機付け支援・積極的支援

窓口の自己負担※
負担額 負担率

保険者負担上限額

※自己負担額は初回利用時の負担として、特定保健指導開始時に全額徴収

　　有効期限

　生年月日

年（平成　　　年）　　　　月　　　　日　　交付

特定保健指導利用券

　利用券整理番号

　受診券整理番号

　氏名

　性別　
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別紙 ２（裏） 

 

特定保健指導利用上の注意事項 

 

[ご利用にあたってのお問合わせ先] 

 ①特定保健指導ご利用希望の方は、同封の動機付け支援実施医療機関一覧をご覧いただき、 

各医療期間へお問合わせください。 

 ②奈良市健康増進課にてご利用希望の方は、下記までご連絡ください。 

  ※奈良市健康増進課 TEL：0742-34-5129／FAX：0742-34-3145 

 

１. 特定保健指導を利用するときには、利用券と被保険者証を窓口に提出してください。

どちらか一方だけでは利用できません。 

 

２. 医療機関に受診中の場合、主治医に特定保健指導を受けてもよいかどうかを確認して

ください。 

 

３. 特定保健指導は、利用券に記載してある有効期限内に利用してください。 

 

４. 特定保健指導の実施結果は保険者等において保存し、必要に応じ、次年度以降の保健

指導等に活用しますので、ご了承の上、利用願います。 

 

５. 特定保健指導結果のデータファイルは、決済代行機関で点検されることがある他、 

国への実施結果報告として匿名化され、部分的に提出されますので、ご了承の上、  

利用願います。 

 

６. 被保険者の資格が無くなったときは、この券を使用しての利用はできません。すみや

かにこの券を保険者等にお返しください。 

 

７. 不正にこの券を使用した者は、刑法により詐欺罪として懲役の処分を受けることもあ

ります。 

 

８. この券の記載事項に変更があった場合には、すぐに保険者等に差し出して訂正を受け

てください。 
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